


中でも、みなとまち新潟を象徴する信濃川と萬代橋から広がる都心エリア「にいがた2km」では、陸の玄関口である新
潟駅が約60年ぶりにリニューアルされ、新潟駅バスターミナルが整備されるなど鉄道を挟んだ南北市街地の一体化が進
みます。また、このエリアは都市再生緊急整備地域に指定され、周辺において築50年以上の民間ビルの建て替えが活発
化するなど、まちづくりは大きな転換期を迎えています。



令和4（2022）年5月には、潟をはじめとする湿地に関する取組が国際的
に評価され、ラムサール条約＊1の湿地都市に国内で初めて認証されました。
また、令和８（２０２６）年１１月には湿地都市認証＊２を受けた都市による国
際会議である「第５回世界湿地都市ネットワーク市長会議」が国内で初めて
新潟市で開催されます。

このように、新潟市は、都市部から一足伸ばせば豊かな自然との共生を五
感で感じることができます。都市と田園がバランスよく共生・共栄しており、
都会と田舎の良さを併せ持つ、暮らしやすいまちであることが、新潟市の最
大の特色です。こうした都市と自然（湿地）が調和する特色を「国際湿地都
NIIGATA」という国際的な都市ブランドとして、国内外に発信するととも
に、保全・再生やワイズユース（賢明な利用）に取組みながら、シビックプライ
ドの醸成や更なる交流人口の拡大に取り組んでいます。

＊1 正式名称は「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」。締約国には各湿地の管理計画の作成・実施、各条約湿地のモニタリング、湿地の保全に
関する自然保護区の設定、湿地の保全管理に関する普及啓発・調査などが求められる。
＊2 ラムサール条約の決議Ⅻ.10に基づき、湿地の保全・再生、管理への地域関係者の参加、普及啓発、環境教育等に関する国際基準に該当する自治体に対して認証を
行うもので、自治体のブランド化、及び地域における湿地の保全やワイズユース（賢明な利用）の推進を図ることを目的としている。令和8（2026）年6月現在、世界27
か国74都市が認証されており、国内では本市のほか、出水市（鹿児島県）と名古屋市の3都市が認証を受けている。

こうした社会の変化を受けて、テレワークによる移住者への支援など、柔軟な働き方の促進に向けた取組を行うこと
で、新潟市が持つ都市と田園が調和する暮らしやすいまちという強みを最大限に活かすことができる大きなチャンスが
訪れています。

また、日本海に面した長大な海岸線や、信濃川と阿賀野川をはじめとした
大小の河川、ラムサール条約湿地である佐潟、福島潟や鳥屋野潟などの多
様な水辺環境に恵まれています。



新潟市は、国際拠点港湾である新潟港、国内外と結ばれた拠点
空港である新潟空港のほか、北陸自動車道・磐越自動車道・日本
海沿岸東北自動車道といった高速道路や上越新幹線など、広域交
通基盤に恵まれていることが大きな強みです。

国際的にも姉妹・友好都市をはじめとする世界の都市との交流に加え、韓国・ロシア・中国3か国の総領事館が立地して
いるほか、平成20（2008）年のG8＊2労働大臣会合をはじめ、4度のハイレベル国際会議＊3を開催してきた実績が評
価され、令和5（2023）年のG7＊4財務大臣・中央銀行総裁会議が開催されるなど、日本海拠点都市として力を発揮し
ています。

＊1令和8年夏時点（航空路線図）



出典：令和5年 市町村別農業産出額（推計）（令和7年：農林水産省）





新潟市には、その多様な自然や地形、文化から育まれた世界に誇る自慢の農水産物が多く、食の豊かさは大きな魅力の
一つです。

米や野菜、果物など新鮮な地元農水産物を入手できる直売所のほか、自然や風土を活かした観光ワイナリーや酒蔵、収
穫体験ができる観光果樹園、国家戦略特区＊1の規制緩和を活用した農業振興地域＊2内での農家レストランなど、市内
のいたるところに食や農の魅力にあふれたスポットが数多く展開されています。

また、食関連のイベントも盛んです。まちなかの賑わい創出につながる、新潟の豊富な食材を活かした食のイベントや、
新潟県内の酒蔵が集う日本酒をテーマとしたイベントなどが数多く開催されています。





出典：指定都市地域振興主管者連絡会議（令和７年）
注記：自治会加入率を把握していない一部の市を除くデータ

＊2 学校と地域活動や社会教育施設の間の調整役となり、地域の人材を発掘したり、学校を核とした地域ぐるみの教育活動を企画・運営したりするなどの役割を担う職員。



新潟市マンガ・アニメ情報館

8つの区は、みなとまち・宿場町・在郷町・田園地域など、それぞれの地域を形づくってきた歴史と、文化財、民俗芸能、
祭りなどに代表される地域に根差した固有の文化を有しています。また、産業面でも、金属加工・製紙・織物・（削除）仏壇
などの製造業や、米・海産物・果樹・花木といった農水産業など、地域資源や風土に合った特色ある地場産業が生まれ、
発展してきました。





出典：全国学力・学習状況調査（文部科学省）
注記：理科および英語は毎年実施されておらず、令和7年度の理科（中）は平均正答率でなくＩＲＴスコアである。

新潟市の小中学生の学力は、全国学力・学習状況調査において、平成26（2014）年度以降、いくつかの実施項目で平均正
答率が全国平均を上回っています。

平均正答率・IRTスコア（中学校理科）の全国平均との差

小中学生の学力
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